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1．研究の目的と問題意識

　本研究の目的は，新興国の産業クラスターにおける人材異動を定量的に明らかにするこ
とである。本研究の問いは，「アジアのシリコンバレー」と呼ばれる台湾の新竹サイエン
スパーク（Hsinchu Science Park）において，研究者人材がどのように組織間を異動するの
か，ということである。特に，電子産業の急成長を実現することになった国家プロジェク
トで，重要な役割を担った財団法人工業技術研究院（Industrial Technology Research 
Institute，以下，ITRI）の研究者人材のスピンアウトや転職，共同研究を追跡することで，
これを明らかにする。
　産業クラスターの育成は，日本の学術界・実務界ともに大きな関心を集めている。2005
年には，『研究技術計画』や『組織科学』で，産業クラスターを様々な視点で分析する特
集号を組んでいる。人材やそれを供給する組織は産業クラスターの成長にとって決定的に
重要な要素である1）2）3）。従って，どのように人材が移動しネットワークを形成するのか
について，詳細な解析が待たれている。しかし，産業クラスター内部の人材の異動は，こ
れまで十分な研究蓄積が進んでいない。
　そこで，本研究では，新竹サイエンスパークを題材に人材の異動を解析した。以下，次
のように稿を進める。第二節では既存研究の検討を行い，第三節では事例の背景について
述べる。続いて，第四節では記述的な定量分析を行い，第五節で結論をまとめる。

2．既存研究の検討

　本節では，産業クラスターとネットワークについての既存研究を整理する。
　産業クラスターの既存研究は，様々な理論的視座を応用しながら発展してきた。例えば，

*　現代マネジメント学部　現代マネジメント学科



78

中　本　龍　市

経済学・経済地理学，経営学・組織間関係論，ネットワーク論，ナショナルイノベーショ
ンシステム論といったものがある。
　経済学に基盤を置いた既存研究では，産業集積の最も基本的な効果を議論している。集
積によって，そこに位置する組織は様々な便益を得る4）。具体的には，組織は産業集積に
よって，（1）専門化サプライヤー，（2）熟練労働力，（3）知識スピルオーバー，（4）生産
要素，（5）需要，といった効果を得られる。
　近年では，経路依存性によって起こる産業集積ではなく，人工的に産業クラスターを形
成することが可能であるという議論が提示されている。例えば，Poter5）は，産業クラスター
の育成や誘致に必要な条件を，ダイヤモンドフレームワークとして4条件を提示している。
（1）関連・支援産業，（2）要素条件，（3）企業戦略と競争の環境，（4）需要条件，である。
　ハイテク型の産業クラスターにおいては，高度な専門知識を持つ人材と人材が持つネッ
トワークがイノベーションに貢献している3）。そこで，制度的側面や地理的条件のみなら
ず，ソフトな人的資源や知識といった側面に焦点を当てる必要がある。産業クラスターの
ネットワーク構造に着目されるようになってきたのはこうした背景がある。
　ここで，産業クラスターのネットワークという場合には，2つのレベルがある。それは，
（1）組織レベルのネットワーク，（2）個人レベルのネットワーク，である。
　（1）の場合は，マクロレベルで産業クラスター内部の組織間関係に加えて，産業クラス
ターを飛び越える場合もある。例えば，與倉6）は，国立の研究所や大学，大企業，中小企
業などの主体間のネットワークを分析している。同様に，中野7）も，取引を分析単位とし
てネットワーク分析を用いて東京の大田区の産業集積を解析している。若林8）も神戸バイ
オクラスターの組織間ネットワークを分析している。
　（2）の場合は，ミクロレベルで産業クラスター内部の個人とその所属で張り巡らされた
ネットワークを追跡できる。この場合に，個人が所属していた組織が大きな影響を持つ。
Casper1）は，バイオ産業において人材のスピンオフが産業クラスターの成長を後押しした
ことを示している。同様に，稲垣9）も包装工作機械メーカーのスピンオフの連続と停滞を
明らかにしている。また，佐藤10）は，筑波における医薬品研究者の転職構造を分析して
いる。
　だが，これまで，個人レベルのネットワークは十分に解析されていない。組織間ネット
ワークに比較して個人レベルでのネットワーク，すなわち，人材の流れを正確に突き止め
るのは難しい。そこで，本研究では特許の共同研究者レベルのデータを用いて人材の流れ
の解析を行う。

3．事例の背景

3―1．新竹サイエンスパーク概要
　近年では，前節で整理した既存研究の視角に基づいて，各国の産業クラスターの個別研
究による国際比較研究が盛んになっている。特に，アジアの事例でしばしばベンチマーク
されるものが，台湾の新竹サイエンスパークである。新竹サイエンスパークは，政府主導
によって1980年に開設された。その後，台湾の電子産業発展に大きく貢献した。台湾の
経済発展と電子産業の発展は軌を一にしている。
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　陳ほか11）では，政府の意図が強調され，意図的にデザインされたことが成功の一因で
あるとされている。一方で，佐藤12）は，それまでやや意図的な政策が強調されすぎる中で，
意図した結果と意図しなかった結果を分けた上で，国家と技術者のパートナーシップが醸
成されることによってサイエンスパークの成功へとつながっていったことを示している。
　プロジェクトの中心を担っていたのが ITRIであり，技術移転や研究提携プログラム，
人材教育など様々な役割を担っていた 13）14）15）16）17）。さらに，クラスター内部で，台湾社
会特有の旺盛な起業家精神12）18）によって，スピンオフが連続しネットワークが張り巡ら
されることによって自生的に成長できる正の循環が見られた。

3―2．ITRIの中心的役割
　新竹サイエンスパークは，台湾が IT産業を育成する際の起点となったが，その中核を
担ったのが ITRIである。ITRIでは，在米華人が米国から台湾への半導体量産技術の移転
に大きな貢献をした。既存研究では，クラスターの発展における大学の役割を指摘してい
るものが多いが19），台湾の場合には，財団法人という公的に設立された研究所が産業クラ
スターの形成の核となった。
　新竹サイエンスパークの発展初期では，ITRIで育成された人材が，スピンアウトする
ことによって民間企業を設立していき，やがて，そこから大規模な民間企業が生まれた。
さらに専業化した企業がスピンアウトし，新竹サイエンスパークは大規模になった。
　新竹サイエンスパークの発展に貢献した主体は以下の通りである。国立研究機関では，
国立清華大学，国立交通大学，ITRI，政府関係では，当時の蒋経国総統はもちろん，行政
院国家科学委員会や国家実験研究院，個人レベルでは，帰国した在米華人の第一線の研究
者たちである。国家を挙げて産業の高度化を狙い，ナショナルイノベーションシステムを
形成していったのである。ITRIはその中でも最も重要な主体であった。川上から川下ま
でを整理すると，図1のようになる。
　ITRIの機能は，設立当初の外国からの技術導入を筆頭に，次のようなものがある。（1）
基礎研究提携，（2）技術移転（特許実施許可），（3）人材のスピンアウト，（4）人材教育，
である17）。既存研究が明らかにしてきたように，特に初期に ITRIからのスピンアウトが
有効に機能した結果，民間企業への技術移転が進み，半導体産業の急速な発展につながっ
ていく。図1に示したように，ITRIからのスピンアウトの例として，最も有名なものが，
TSMCとUMCである。それらを契機に，世界の半導体産業のビジネスモデル転換の流れ
に乗って，台湾の半導体産業，電子産業の基盤となった。特に大きな成功要因は，ITRI
という公的機関からビジネスサイドへのスピンアウトや民間企業への転職が連続したこと
である20）。研究者たちが自らリスクを取ってビジネスの世界へと乗り込んでいった事例は
諸外国の中でも珍しい。では，実際に研究者たちの異動はどのような人材流動のパターン
を示したのであろうか。既存研究は制度面の記述的研究がほとんどを占めていることから，
本研究では産業クラスター内部の人材移動を定量的に解析したい。
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4．分析と方法

4.1　分析データ
　分析対象は，ITRI，新竹サイエンスパーク内の企業，国立清華大学，国立交通大学が出
願した特許である。中華民国専利（特許）データベースを用い，発明者，出願者などを，
1990～ 2010年まで収集した。最終的な分析対象は，56744件の出願ならびに登録された
特許である。主な分析手法は，記述統計と社会ネットワーク分析である。

4.2　組織と発明者の特定
　産業クラスター研究の場合，境界の決定，つまり，アクターの住所地を特定する方法が
議論になる。新竹サイエンスパークでは，行政によって区切られた人工的なサイエンスパー
クが明確に存在するため，それを一つのクラスターとして見なした。
　出願人の住所が，新竹サイエンスパークを示す「新竹科學工業園區」にある場合，その
クラスターで行われた研究開発による特許であると見なした。ただし，厳密に言えば，国
立清華大学，国立交通大学，ITRIは行政区分上の「新竹科學工業園區」内部に住所を置
いていない。しかし，非常に近接した位置に立地しており，既存研究でも実務者間でもこ
れらの3つのアクターは新竹サイエンスパークの一部と見なされるため分析に含めた。

5．分析結果

　本研究では，（1）組織レベルのマクロ的な分析，（2）発明者レベルのミクロ的な分析，
（3）転職者の転職後のネットワーク特性の追加分析，の三段階で分析を行った。最初に，
組織レベルでマクロ的に新竹サイエンスパークにおける ITRIの役割を分析した結果を示
す。

5―1．組織レベルのマクロ的な分析
　表1に示すように1990～ 2010年の出願では，ITRIが，16105件で首位であった。次に，

図1　新竹サイエンスパークにおけるアクター

国立清華大学
国立交通大学

ITRI（工研院） 企業

上流 下流

スピンアウト
TSMC,UMC

行政院国家科学委員会

筆者作成。



81

産業クラスターにおける人材の異動：台湾・ITRIを中心として

図2に示すように，1980年から5年おき分割して出願数を分析してみると，1990～ 1995
年まで ITRIが，新竹サイエンスパーク内の企業出願の総和よりも多かった。
　さらに図3に，1990年から2010年までの共同出願で見た場合の新竹サイエンスパーク
におけるアクター間のネットワーク構造を示す。組織間で共同出願があった場合は，ネッ
トワークを引いた。
　図3から明らかなように，共同出願レベルでは，ITRIの共同出願ネットワークは非常に
少ないという結論になる。さらに，ITRIの共同出願相手は，ほとんど新竹サイエンスパー
ク内部の大企業に偏っている。だが，これだけでは十分に新竹サイエンスパーク内のネッ
トワークを可視化できたとは言えない。それは，共同出願のみでネットワーク構造を捉え
た場合には，ITRIの主たる役割の，（1）基礎研究提携，（2）技術移転（特許実施許可），（3）
人材のスピンアウト，（4）人材教育，のうち，（1）しか捉えられないからである。そこで，

図2　新竹サイエンスパーク内の出願・登録数の伸び
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表1　1990～ 2010年の出願・登録数の上位

順位 組織名 出願・登録数
1 ITRI 16105

2 AUO 7711

3 TSMC 7124

4 UMC 4961

5 MEDIATEK 2383

6 MACRONIX 2096

7 国立交通大学 1548

8 WINBOND 1182

9 国立清華大学 1127

10 POWERCHIP 916

筆者作成。

筆者作成。
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次に（3）人材のスピンアウトを捉えるために，発明者レベルで ITRIの発明者がどのよう
に新竹サイエンスパークに貢献しているのかを明らかにしたい。

5.3　発明者レベルのミクロ的な分析
　新竹サイエンスパークでは，90％が民間投資であるとされているが，前節で確認したよ
うに ITRIが累積の出願シェア首位であり，ITRIによる技術蓄積が重要な意味を持ってい
ることが示唆される。この点をもう少しミクロ的な視点で分析するために，発明者ベース
の出願数でどのような転職先や共同研究相手が見られるのかを見ていきたい。
　以下では，新竹サイエンスパーク内部の出願・登録数20回以上の上位661名を，地域内
で研究への貢献が大きいスターサイエンティスト21）と見なした。661名の出願内容を分析
し，3類型に分類した。その3類型とは，（1）転職型，（2）共同研究型，（3）専業型，で
ある。あくまで出願内容からだけの定義であるが，（1）は，1990年から2010年までの間
のある時点から ITRI以外の他の組織のみから出願した発明者，（2）は，1990年から2010
年までの間で ITRIと他の組織との出願が混在している発明者，（3）は，1990年から2010
年までの間で ITRIのみから出願している発明者とした。このように発明者を分類した上
で，転職型，共同研究型の協働相手を特定し，その「協働相手名」と「協働相手の住所」
を特定した。
　分析の結果，（1）転職型115名，（2）共同研究型401名，（3）専業型145名，となった。
台湾の場合，人材の流動が激しいとされているが，転職型に分類されたのは17％に過ぎ
ないことが明らかになった。むしろ，転職型よりも専属型が多く，22％を占めることは興
味深い結果である。ただし，専属型も，ITRIに所属しながら知識のスピルオーバーに貢
献していることに注意を要する。
　次に，転職型の転職先ならびに共同研究型の共同出願相手について表3と表4に整理する。
　表3と表4に示すように，ITRIの研究者は，共同出願相手，転職先ともに，現在でも台

図3　共同出願で見た新竹サイエンスパークにおけるアクター間のネットワーク構造
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IBM

神達電腦、
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など

筆者作成。
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湾のエレクトロニクスの主要企業であるTSMC，UMCやAUOといった大手企業との関係
性が強いことが分かった。新竹サイエンスパークの設立の初期のように，発明者が，
TSMCやUMCへ集中しているわけではない。だが，興味深い発見事実は，現在でも，新
竹サイエンスパーク内部の民間企業との関係性が非常に強いことである。これは，福島3）

の研究結果とも整合的である。
　紙幅の都合上，転職ネットワークと組織間の共同出願関係は，ここでは示すことはでき
ないが，特許のデータから推定される転職率は5％程度であり，また，共同出願数は2673
件で今回の分析対象になった全体の5％程度である。加えて，共同出願ネットワークを分
析したことで明らかになった興味深い発見事実は発明者を基盤としたネットワークと共同
出願で形成されるネットワークが構造的に重複していないことである。

表3　発明者レベルで見た転職先のランキング

組織名 共同出願・登録数 住所 主要事業
1 TSMC 976 HSP 半導体製造
2 AUO 720 HSP 液晶パネル
3 MACRONIX 418 HSP 半導体製造
4 MEDIATECK 324 HSP 半導体設計
5 VIS 305 HSP 半導体製造
6 UMC 275 HSP 半導体製造
7 E Ink 125 HSP ディスプレイ製造
8 MUSTEK  92 HSP スキャナ製造
9 EPISTAR  81 HSP LED製造

10 VASTVIEW  80 HSP 半導体製造

筆者作成。HSPは，新竹サイエンスパークを意味する。

表4　発明者レベルで見た共同出願相手のランキング

組織名 登場回数 住所 主要事業
1 AUO 52 HSP 液晶パネル
2 TSMC 45 HSP 半導体製造
3 国立清華大学 38 HSP 大学
4 国立交通大学 28 HSP 大学
5 MEDIATECK 17 HSP 半導体設計
6 UMC 14 HSP 半導体製造
7 POWERCHIP 13 HSP 半導体製造
8 Chunghwa Picture Tubes 11 桃園 電子部品製造
9 HONHAI 10 土城 EMS

10 国立中央大学  9 桃園 大学

筆者作成。HSPは，新竹サイエンスパークを意味する。
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5.4　転職者の転職後のネットワーク特性の追加分析
　産業クラスター研究の多くは，特許の共同出願関係や論文の共著関係を分析するのみで
ある。しかし，本稿では，転職者が転職前と転職後にどのようなネットワークに埋め込ま
れているのかを追加的に分析する。というのは，日本に比べて多くの国では技術者の転職
が当然であるためである。台湾の場合には，転職活動が活発であるとされるが，転職者は，
転職後どのように活動するのであろうか。長期雇用型の日本と比較して，短期的に転職す
る技術者を利用しながら研究開発に成功している台湾企業の特性とネットワーク特性はど
こにあるのであろうか。
　ここでの分析対象は，新竹サイエンスパークでの出願・登録数上位661名のうち転職型
に分類された全115名である。図4に115名の転職者同士のネットワークを示す。転職者
同士のネットワークは，転職先の会社内で閉じており，複数の転職者が同じ民間企業へ転
職していることが分かる。
　次に，図5に，転職前からの共同発明者のネットワークを示す。図5から分かるように
転職者は，転職前からの共同出願関係を維持しながら，転職後も活動している。特に，
TSMCやAUOへの転職者が非常に多く，ITRIからの人材は，ITRI内部での共同発明関係
者を転職後も活用していることが分かった。これは，ITRIが財団法人の形式であるから
だろう。民間との利益相反がないために，転職後も以前の職場の同僚との関係を活用でき
ることが大きなメリットである。実際に，ITRIが初期に，半導体のラインで民間企業と
の競合関係にあった際には，うまく協力関係を構築できなかった事例があることから12），
ITRIが競合関係にならないように支援する体制は重要であろう。
　最後に，転職者と新規者とのネットワークを示す（図6）。ここで新規者とは，転職者
が以前に共同出願経験がない者を指す。新規者は転職先の組織の発明者であるため，転職
者と新規者のネットワークは，組織内で閉じていることが明らかである。その中でも，
TSMCやAUO，MACRONIXなどが大きなネットワークを形成している。

図4　転職者同士のネットワーク

AUO

TSMC
VIS

AUO

TSMC

筆者作成。
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　図4から図6を合わせて考えると，ITRIからの転職者が，新竹サイエンスパーク内部の
組織間をつなぐ役割を果たしていることが分かる。これは，ブローカレッジ機能や産業ク
ラスターのスモールワールド化に貢献していると考えられる22）23）24）25）。
　組織ネットワークを理解するためには組織内部と外部の双方のネットワークを分析する
必要がある25）。そこで，図4～ 6に示した ITRIの研究者がどのようなネットワーク特性を
持っているのかを，表5に示す。
　表5に示すように，次数中心性と構造的空隙のランキングでは，双方ともランキング上
位者の名前が重複している。このように，組織内部での中心性の高い研究者は，組織外部

図5　転職前からの共同発明者のネットワーク

ALTEK-TSMC系
ITRI-TSMC系

ITRI-TSMC系

E-Ink系

Powertip系

ITRI-MEDIATEK系

ITRI-MEDIATEK系

ITRI-MEDIATEK系

ITRI-AUO系 ITRI-AUO系

ITRI-AUO系

ITRI-AUO系

筆者作成。

図6　転職者と新規者のネットワーク

E-Ink系

AUO系AUO系
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筆者作成。
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への空隙も手にしているのである。
　以上の結果から，新竹サイエンスパークでは，転職後もすぐに転職後の会社の発明者と
仕事ができるようになっていることが推察される。そこでは，転職者の共同発明者の
50％超が新規の発明者である一方で，転職前の組織での発明者とのつながりも維持できて
いる。すなわち，中心性と構造的空隙の両立できるようなネットワーク構造が観察される。
これが新竹サイエンスパークや ITRIが提供している研究者人材のダイナミックな変化の
要因になっているのであろう。それらはモジュラー型の産業特性を持つエレクトロニクス
製品の研究開発とも関係している可能性がある。

6．結論

6.1　発見事実のまとめ
　本研究の目的は，新興国の産業クラスターにおける人材異動を定量的に明らかにするこ
とであった。そこで，本研究では，台湾の新竹サイエンスパークを題材に取り上げ，産業
クラスターにおける人材異動を定量的に明らかにしてきた。分析結果からの主たる発見事
実を以下のように整理する。
　第一に，ITRIからの人材転出先や共同研究先は，新竹サイエンスパーク内部の大企業
（TSMC，UMC，AUOなど）に偏っていることが明らかになった。ITRIは，スピンアウト
や中小企業への貢献よりも，90年代以降は大型投資の必要な民間企業への貢献が大きい
ということである。これまで，台湾では民間の研究開発が低水準であったことが指摘され
ていた。それを補うために ITRIやTSMCが主体的に先行投資を行ってきた。以上のよう
な結果から，民間企業がすでに大企業へと成長してしまってからは，それらの研究者も組

中心性
順位 発明者 類型 転職先

1 陶宏遠 転職型 TSMC

2 洪俊雄 転職型 MACRONIX

3 李資良 転職型 TSMC

4 陳澤澎 転職型 UNITED EPITAXY

5 陳光釗 転職型 MOSEL

6 辛哲宏 転職型 PICVUE

7 陳志清 転職型 BENQ

8 陳昱丞 転職型 AUO

9 曾鴻輝 転職型 VIS

10 陳世昌 共同研
究型

MICROJET

11 高蔡勝 転職型 TSMC

筆者作成。

構造的空隙
順位 発明者 類型 転職先

1 陶宏遠 転職型 TSMC

2 洪俊雄 転職型 MACRONIX

3 陳志清 転職型 BENQ

4 陳澤澎 転職型 UNITED EPITAXY

5 莊福明 転職型 KENMOS

6 陳光釗 転職型 MOSEL

7 曾鴻輝 転職型 VIS

8 辛哲宏 転職型 PICVUE

9 李資良 転職型 TSMC

10 陳昱丞 転職型 AUO

11 陳介偉 転職型 AUO

表5　転職者の次数中心性と構造的空隙ランキング
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織間を渡り歩く人材供給拠点として機能してきたと言えよう。
　第二に，スターサイエンティストに限ってみても，その転職率も17％程度にとどまる
点である。旺盛な起業家精神によるスピンアウトの連鎖が機能したとされたが，現在の研
究者人材は，自ら起業するよりも，大企業へ転職する傾向が強いことが明らかになった。
それは，研究者の起業やベンチャー志向よりも大企業志向が強まったことを示唆しており，
近年，指摘されているように，新竹サイエンスパークの不振やダイナミズムの停滞の一因
であることが推察される。実際に多くの技術者は大規模な投資が必要になったエレクトロ
ニクス産業においては，起業できないというのが現実であろう。こうした結果は，イタリ
アの事例とも整合的である9）。
　第三に，ITRIから転職した人材は，転職後，転職した先の組織ですぐに出願できるチー
ムを組成しつつ，ITRIでの研究相手とのつながりも保持しているという点である。すな
わち，転職者のネットワーク特性として，ネットワークの中心性と構造的空隙の両立を可
能と人材であることが明らかになった。ITRIからの人材は，ITRIと転職後の組織の双方
の組織で「両手利きの人材」として活躍することによって，新竹サイエンスパーク全体の
ネットワークをスモールワールド化することに貢献している。

6―2．インプリケーション
　本研究の貢献は，次の通りである。
　第一に，新竹サイエンスパークの実態を明らかにした点である。新竹サイエンスパーク
は，世界的にも成功した産業クラスターであり，分析対象にする意義は大きい。また，新
竹サイエンスパークは人工的に計画されたクラスターであるため，その分析結果は政策的
にも示唆がある。必ずしも，起業家を育成しなくても大企業への人材供給機能やネットワー
クのリワイヤリング機能24）を持たせることによって産業クラスターに貢献できることが
明らかになった。
　第二に，台湾の中国語の特許データを用いていることである。英語版や国際出願のデー
タでは取得できない，細かい粒度のデータを利用することができた。それによって産業ク
ラスター内部の人材の異動を解析できたことである。既存研究では，細かい粒度で人材の
異動を追跡できていなかった。
　実務的インプリケーションは次の通りである。モジュラー型製品と台湾の旺盛な起業家
精神がマッチした結果として，急速な分業ネットワークが形成されたとしている26）27）。だ
が，台湾でも，起業家よりも大企業へ転職する傾向が強いことが明らかになった。それは，
日本の置かれている状況に似ている。日本においても，モジュラー化した製品やサイエン
ス型産業への移行に合わせて人材の循環率が高まっていく可能性がある28）。

6―3．本研究の限界と将来的研究
　本研究の限界は，以下の通りである。
　第一に，特許情報のみに依存している点である。特許に現れない関係は捉えられていな
い。また同姓同名の研究者を拾っている可能性を排除できていない。
　第二に，国際比較の対象を扱っていない点である。新竹サイエンスパークのみを分析対
象としており，他国の産業クラスターにおいて，どのように人材が移動しているのか，比
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較対象を持っていない。
　第三に，ITRIに入るまでに持っていた転職経験とそのネットワークは把握できていな
い点である。新竹サイエンスパーク設立初期に，在米華人が米国から半導体技術の知識移
転に大きく貢献した。ITRIが採用時点で，優秀な人材を集めているのかもしれない。
　第四に，特許の内容を分析していない点である。既存研究でもしばしば指摘されるよう
に，国立の研究所や大学が保有する特許は，すぐに商業化できないような，あるいは商業
的な価値が低いものである可能性がある。ただし，ITRIの場合には，比較的商業化を強
く意識した。
　第五に，大手の民間企業からの転職を分析していない点である。新竹サイエンスパーク
が設置されてからすでに30年以上が経過しており，民間企業が自主的に研究開発を担え
るようになってきている。そうした大手の民間企業も人材供給源になり得る。
　よって，将来の研究では，他の産業クラスターと比較することや，より上流の国立交通
大学，国立清華大学やより下流のTSMC，UMC，AUOなどの民間大手企業からの研究者
の異動の関係構造を解析する必要がある。TSMCやUMC，AUOなどはすでにB to C事業
へ参入している大手の企業になってしまったため，それらの企業からの二次的な転職者も
補足すればより包括的な全体像が把握できるであろう。
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